


調査旅費 有料道路通行料 11,300 

福岡北九州高速

道路、NEXCO西日

本 

調査旅費 宿泊費 22,050 

ホテルルートイ

ン日田駅前、3

名分 

調査旅費 燃料代 4,188 
（株）西日本宇

佐美 

調査旅費 土産代 5,400 
2カ所（国東市、

日田市） 

  



政務活動費に係る視察報告書 

 

篠山市議会会派 清新の会 大西 基雄 

 

1.内容：「県立高等学校の支援について」、大分県国東市  

2.日時：平成 30年 4月 23日（月） 

3.概要：下記のとおり 

（1）取り組みの経緯と事業内容 

輝き続ける大分県立国東高等学校・双国校を創る会を市長からの提案で進められた。当会

では、国東市・市教委・高校・同窓会・ＰＴＡが一体となって学力向上支援、難関大学志望

者育成、教科指導力育成、市内企業就職支援、双国校就職支援などの事業を実施されている

事業負担金については、国東市と各同窓会より負担いただいている。学力向上支援と難関大

学志望者育成事業は高校からの案で進められている。 

 

（2）設立の目的 

国東市内唯一の県立高校である国東高等学校・双国校を維持、発展を図り、国東市の魅力

を高めるとともに、市の持続的な発展に寄与することを目的として平成 24年 11月に設立。                     

その為の学力向上支援としてはスタディサプリ受講料（講義動画視聴）や英語能力検定試験

への補助をされ、また難関大学志望者育成事業では全国統一模擬試験の受験料補助や双国

校就職支援では各種資格検定試験受験料の補助等、幅広い支援をされています。 

 

＊生徒の学力向上や資質を高める事業を実施。 

  ・市内中学生の市外高校への進学を抑制する 

  ・市外・県外からの進学を促す 

  ・国東市への子育て世帯の移住を促す 

 

国東市としては、地元高校で学力向上をはかり地元企業に就職していただき国東市の発

展のために頑張って頂ける人材の育成を目指し取り組みをされている。 

 

＊支援体制として 

・国東市では学力向上支援として、予備校合宿（大分市 北九州予備校）2年生希望者 2

泊 3日の日程で実施（宿泊費 生徒負担 2割）補助 

・難関大学志望者育成事業「大分県教委主催事業に参加する生徒を支援することで生徒の

志望動機内容の向上を図る」（生徒負担 2割） 



・教科指導力育成事業「国東高校指導力向上講座、国・数・英の教科担当職員に対して、

大手予備校講師等の招聘」や派遣研修等を実施して、生徒の進路達成のための指導力の向上

を図る」（受講料、旅費負担） 

・市内企業就職支援「市内企業への就職等の動機づけを積極的に支援、１年生が参加する

市内企業見学ツアーを実施」（バス借上料負担） 

・双国校就職支援事業「就職支援事業１年生全員と受検希望者を対象に日商の簿記検定支

援を実施し、生徒の就職を支援すると共に双国校の魅力化を測る」（テキスト購入費負担） 

 

国東市では、高校生に対して将来的に国東市に残って、市の持続的な発展に寄与して頂く

ための数多くの支援をされている。 

 

 

（3）課題及び今後の方向性について 

高校から大学へと進まれても市外や県外に就職をされるケースもあるので少しでも多く

の方が地元で就職して頂ける取り組みを今後も進めていきたい。さらなる教育・子育て・福

祉の向上を図ると共に子育て世帯の移住を促していきたい。 

 

（4）考察など 

国東市「県立高等学校の支援」をする事により地元に残ってくれるケースと勉強すること

により、いい大学を目指し地元を離れ市外で就職する子供たちが増えてきていることも事

実であると話されていました。同様のことは丹波地内でも起こっています。以下、参考。 

当市でも若者の市外流出を食い止めようと「市高等学校振興・地元就職応援懇話会」

を設置され、市内３高校の校長、ＰＴＡ、中学校校長会など 12人で構成される予定であ

る。近年、中学生が高校を選択する際、三田市など市外の高校に進むケースが増え、市内

高校が定員割れを起こす傾向にある。同懇話会を担当する市総務課によると、市外へ進

学するのは２割前後という。（丹波新聞より 6/7） 

 

当市においても、将来を担ってくれる若者の育成に取り組み市外流出を食い止め市内で

働き定住をし、子育て世帯を増やし人口減にストップを掛けなければなりません。その為に

も国東市のように将来的に市に残り、持続的な発展に寄与して頂ける若者へ、高校、大学、

就職等の支援を早急にされてはと考えるところです。 

以上で大分県国東市「県立高等学校の支援について」の報告とさせて頂きます。 



政務活動費に係る視察報告書 

 

篠山市議会会派 清新の会 國里 修久 

 

1.内容：「保育の担い手確保の取組みについて」、大分県日田市  

2.日時：平成 30年 4月 24日（火） 

3.概要：下記のとおり 

（1）保育人材確保の背景 

少子化が進む中、核家族の進行や共働き家庭の増加を背景に、幼児期における教育・保育施設の利用児

童数は横ばいで推移している。 

 

・就学前児童数の状況（各年度末現在）                                   (人) 

年度 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 

２６ 519 469 562 550 624 569 3,293 

２７ 486 525 480 558 551 628 3,228 

２８ 466 503 510 493 556 546 3,074 

 

・入園児童数の状況（各年度末現在）                      （人） 

年度 施設形態 施設数 利用定員 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 

 

 

２７ 

幼保連携

型認定こ

ども園 

5 570 74 55 70 105 110 109 523 

幼稚園型

認定こど

も園 

6 805 28 52 62 203 230 198 773 

保育所型

認定こど

も園 

8 545 65 62 83 97 96 91 494 

保育園 11 905 137 140 168 149 166 162 922 
小規模保

育事業A型 4 76 8 6 12 5 13 7 51 

合計 34 2,901 312 315 395 559 615 567 2,763 

 

 

２８ 

幼保連携

型認定こ

ども園 

6 685 89 95 79 122 120 136 641 

幼稚園型

認定こど

も園 

6 805 25 54 61 206 192 230 768 

保育所型

認定こど

も園 

8 540 62 83 78 92 98 97 510 

保育園 10 770 140 128 122 135 126 143 794 
小規模保

育事業A型 4 76 6 9 7 12 5 14 53 

合計 34 2,876 322 369 347 567 541 620 2,766 

 

 



・日田市内の教育・保育施設の中には、保育士等の不足により、定員に満たない場合も入園希望を断る施

設がある。 

・保育士等の高年齢化により、離職者や正規からパート勤務を希望する者が増える傾向にあることから、

若手の人材を確保していく必要がある。 

 

（２）第 6次日田市総合計画の施策である「子ども・子育て支援の推進」の主要施策 

「幼児期における教育・保育施設の充実」の基本方針では「すべての子どもが幸せに育つことを応援する

ため、幼児期の教育、保育の拡充や質の確保などの提供を図りながら、地域における子育て支援事業や施

設の整備に努めます。」とあることから、方針に従って進めている。 

 

（３）平成２９年度の事業概要と実績 

 ①保育士確保定着事業（平成２９年度～） 

・決算見込額 721,033円  

・国庫補助金 1/2（子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費国庫補助金） 

 

⇒認定こども園等の関係者が福岡市の会場に出向き、短大、大学等の保育士養成施設で保育士資格や幼稚

園の教諭免許状を取得予定の学生や既に資格を取得している人（潜在保育士）を対象に、就職に向けた情

報提供のための説明会を開催している。（若手保育士との意見交換会も実施） 

・日 時：①平成 29年 7月 9日（日）10：00～16：00 

     ②平成 29年 8月 20日（日）10：00～16：00 

・場 所：アクロス福岡２階交流ギャラリー 

・対象者：保育士や幼稚園教諭を目指す学生等 

・成 果：①7月 9日 来場者６人 

    ：②8月 20日 来場者１３人 

・来場者からの感想 

 ・市内の認定こども園や保育園の情報を知ることができ、就職活動の参考になった。 

  ・日田市内の認定こども園へ就職しようと思う。 

 

②保育士等就職応援事業（平成２９年度～） 

決算見込額 330万円 

⇒有資格者であって、今後同一の認定こども園等で継続して勤務する意思のある者のうち、次のいずれ

かの要件に該当する者に対して、就職応援金を交付する。 

・新卒の常勤職員 

・既卒の常勤職員（過去 1年以内に市内の他の認定こども園等に常勤職員として就職した実績の無い

者 

※常勤職員＝期間の定めのない労働契約を締結し、常時勤務する保育士 

 

・金額 １人１０万円（ただし 1回に限る） 



・交付決定者 ３３人（うち１４人が新卒） 

（１０万円は最初５万円支払い、３年勤務後５万円支払われる） 

 

 

（4）考察など 

保育士不足は全国的な傾向で、篠山市にとっても保育士不足は数年前から予測されたことであり、議会

の中での一般質問や各種委員会で市長に再三にわたり指摘をしている。 

保育士の人員確保は、今や必須命題であり、市長からは、保育職の採用については、大枠は篠山再生計

画で示した職員 450 人体制を維持しつつも、その枠を一人として超えることがあってはいけないという

ことではなく、柔軟な対応で必要な人員を確保していきたいという答弁であるが、平成３１年度の幼稚

園教諭・保育士・保育教諭（クラス担任） 5名程度、保育士・保育教諭 32名程度、保育支援員 8名

程度の募集をしている状況である。今回、保育士等の確保について先進的に取り組まれている大分県日

田市は、平成 29 年度からの事業であるため、事業効果の検証については、今後の課題と考えられる中、

今後の保育士不足の問題を、いち早く解決に向けて取り組まれる姿は素晴らしいと感じる。篠山市も参

考にし、潜在応募者のところへ出向く積極的な情報提供や経済的インセンティブによる応募の動機付け

等、早急に保育士不足解消に向けた具体的な取り組みを始めていくべきであろう。 

http://kensaku.sasayama.jp/cgi-bin3/GetText3.exe?ypvpvhw7z6s7qz9kda/H290315A/48891/10/1/1/%95%DB%88%E7%8E%6D/0#hit4
http://kensaku.sasayama.jp/cgi-bin3/GetText3.exe?ypvpvhw7z6s7qz9kda/H290315A/48891/10/1/1/%95%DB%88%E7%8E%6D/0#hit3
http://kensaku.sasayama.jp/cgi-bin3/GetText3.exe?ypvpvhw7z6s7qz9kda/H280928A/17860/10/1/1/%95%DB%88%E7%8E%6D/0#hit5













